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５．概  要 
 ●原子力に関する教育について 

日本の中学校では、2002 年から「総合的な学習の時間」が設けられるが、この時間を使



って、環境・エネルギー教育に本格的に取り組んでいく必要がある。そこでは自分で問
題点を見つけ、調査し、話し合いを進め、自分なりの意見を持てるようにしなくてはな
らない。 
今の子供達の意識の中では、原子力という言葉を原爆に結びつけてしまい、だから怖い、
危険と連想される。このようなイメージを払拭することが必要であり、問題をどう解決
すればよいか、議論すべきである。 
教育においては、安全だと教えるのではなく、ニュートラルにさまざまな情報提供を行
っていくことが重要である。いろいろな選択肢があることを具体的に示し、子供達に自
ら考えさせることが大切である。 

 
 ●情報公開の在り方について 

負のイメージには、マスメディアの影響が大きいが、それを増殖させてきたのは原子力
政策や、事故時の虚偽報告等であり、それはメディアの責任ではない。原子力発電は安
全であると言っても、負のイメージ、不信感はなくならない。 
原子力関係者が安全に対して過大な期待を持たれ、一般とのギャップがあった。「もん
じゅ」事故の対応では担当者は追い込まれ、素直に情報を開示できなかったのではない
か。これにより負のイメージがさらに増幅されてしまったと思う。この問題の原点には、
広島・長崎の原爆があると思う。 
原子力発電に不安を感じるというのは、放射線や放射能に不安を感じているということ
ではないのか。例えば宇宙船で浴びる放射線量は、原子力発電所よりもはるかに大きい
にもかかわらず、原子力の方がはるかにイメージが悪いという、偏見がある。科学技術
を見る目はもっと冷静であるべきだ。 

 
 ●原子力発電所の立地について 

原子力発電は、立地地域において、諍いや遺恨を残し、民主主義を破壊してしまったと
いう側面もあるのではないか。 
例えば福井県には原子力発電に関連する産業に従事している住民が多く、その意味で原
子力発電に頼っている部分が大きい。そのようなところで原子力発電について自由な討
論を行うことは難しい。 
玄海町に原子力発電所を作ろうとした時、地元の若手から、電力の消費地と供給地の首
長サミットを開催するという条件が出された。このサミットは今でも毎年開催されてお
り、消費地の首長から、供給地に対して謝意が表されている。消費地と供給地のコミュ
ニケーションを持ちながら進めていくべきである。 

 
 ●再生可能エネルギーについて 

原子力については、事故時の対応のまずさなどマイナスのイメージばかりが多く報道さ



れ、逆に新エネルギーについては高い評価がされ過ぎているのではないか。太陽光や風
力は伸ばすことが必要だが、質の高い電力の安定供給が重要である。 
風力発電を推進しているデンマークは農業国だが、日本は高度な工業国で、同列に論じ
ることはできない。中国のように原子力発電を増やしたいという国もあり、世界の情勢
から脱原発という議論はおかしい。再生エネルギーにも取り組むべきだが、日本のよう
に資源の乏しい国では、原子力発電は必要である。 
風力発電で全部を賄うことはできないが、数％程度は賄える。なぜ各国の動きを見習わ
ないのか。 

 
 ●原子力発電の今後の展開について 

政府は温暖化防止のために 20 基の原子力発電所が必要と言っているが、その根拠の説
明が不十分である。リードタイムも考えると、誰も目標年次までに 20 基建設されると
は思っていない。 
エネルギー需給見通しは、１年前に本として出版されている。その中で原子力発電所 20
基増設の根拠も出ている。これは努力目標の数値である。個人的には、それが現実にで
きるとは思っていないが、半分できれば成功と思う。 
脱原発を主張するのなら、具体的な脱原発シナリオを出していくことが必要ではないか。
是非出してもらいたい。 
国の政策として、原子力発電を 20 基増設するというシナリオしかないのは問題がある
と考えるので、市民だけでなく国としても脱原発のシナリオを作成するべきである。 
ドイツでは、連邦政府と電力業界との間でコンセンサス協議が行われているが、脱原子
力の情勢は混沌としている。原子力をやめて足りない電力は、原子力に依存しているフ
ランスから買うと言っている。 

 
 ●原子力長期計画策定会議との関係について 

円卓会議で出された意見は、聞き放しではなく、随時、長期計画の審議に提出されるべ
きである。また、国民の意見を随時審議に取り入れて、双方向的な公聴会を開くべきで
ある。 
円卓会議は原子力委員会から独立した立場をとっており、原子力長期計画の審議等、原
子力委員会の活動に逐一ものを言うことは考えていない。本年度の円卓会議は来年早々
にも提言をまとめる予定である。その段階では原子力長期計画は議論の最中であり、円
卓会議からの提言については尊重されることを期待している。円卓会議には原子力委員
をはじめ関係者も出席・傍聴しており、何らかの形で原子力委員会側に伝えられると考
える。 
長期計画への提言は、来年１月の段階ではかなり議論が進んでおり、遅過ぎるのではな
いか。 



長期計画策定会議では、基本的な考え方を検討している段階である。その下に６つの分
科会を設置しようとしているが、現在、メンバーを選定している段階である。 

 
 ●安全性、原子力防災対策等について 

原子力は災害に対して強いのか、特に地震に対して検証する必要がある。幸いこれまで
日本の原子力発電所は震度５以上の地震に見舞われたことがないが、もしそのような地
震が起こった場合は、液状化現象などの地盤災害の影響を受ける可能性を考慮する必要
がある。 
原子力発電が問題になるのは、安全性に対する国民の不安が要因として考えられる。万
一、事故が起きた場合、自己責任での防災は不可能であるので、政府及び自治体におい
ては、避難・誘導体制等の構築を真剣に考えて欲しい。 

 
 ●エネルギー全体の中での原子力の位置付けについて 

世界的な潮流から電気事業に関する規制緩和も避けられないと思うが、そのような環境
でも原子力が経済的な競争力を持ち得るのか疑問だ。 
限られた予算の中で、どこに投資すれば、最もＣＯ２削減の効果があるかを考えるべき
である。欧米では、エネルギー利用の効率化が原子力よりも数倍も有効であるとしてい
るのに、なぜ、日本では原子力を選んだのかについて説明が必要である。 
経済面から見ると、原子力発電をしばらく止めて、今後のことを議論するというような
ことをやれば、経済が停滞してしまう。原子力発電は最善とは言わないが、やらなけれ
ばいけないと思う。 
核兵器を廃絶すべきとの意見には賛成であるが、原子力発電は貴重なエネルギー源であ
り、今、何故、この選択肢を放棄する必要があるのか疑問である。 
日本のエネルギー全てを原子力発電に託すといった考えは、現在の長期計画においても
全くないが、現在、策定中の長期計画の中で、新エネルギーの可能性についても評価し、
総合的にエネルギー全体の中での原子力の位置付けを議論することになっている。 

 
 ●その他 

デンマークの例のように、政策決定への市民参画、具体的には市民が専門家から情報を
得て判断を行うコンセンサス会議の設立を提案する。 

 


